
� 問題の所在

「失われた10年」と呼ばれた1990年代が過ぎ、そこからさらに10年が経過

して2010年を迎えた今日､「失われた20年」という言葉が囁かれ始めている。

バブル以前（正確にはプラザ合意以前）の日本に奇跡の経済発展をもたらし

た輸出指向型成長戦略は、新興国の台頭とともにその限界が顕になりつつあ

り、他方でそのオルタナティブたるべき内需拡大は遅々として進まない。ま

たメイド・イン・ジャパンの優位性を支えてきた日本の高品質指向型ものづ

くりは、デジタル化やモジュール化といった技術のパラダイムシフトにより、

神通力を失いつつある。

これらに加えて、前例の無いスピードで進展する少子高齢化は社会の活力

を低下させ、国民に重くのしかかる社会負担の増加は、可処分所得の減少と

先行き不安という形で消費を抑制する。消費抑制は需要の低下をよび、2000

年代半ばに解消した筈の３つの過剰（債務の過剰、設備の過剰、雇用の過

剰)1) が再び顕在化する恐れも否定できない。
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1) 2005年度中小企業白書は､「今回の景気回復局面において、これまでと異なり､「債務、
設備、雇用」の３つの過剰がおおむね解消し、企業にとって収益が上がりやすい環境



だが日本人にとっての不幸は、こうした社会経済状況そのものではなく、

この陰鬱たる状況を脱して再び成長軌道に乗る為に必要な戦略を策定・実行

する政治が十分には機能していないことであろう。

老人と二世に活力を蝕まれた前政権や、中長期的展望を欠く現政権の現時
・・

点までの振る舞いを観察する限りでは、現代日本を取り巻く暗澹たる状況が
・・・・

政治主導によって改善される見込みは薄く、むしろ「失われた30年」を達成
・・・

してしまう可能性の方が高いかもしれない。政治に頼れないのであれば、一

人ひとりの個人や一社一社の企業が、自らの能力と努力で現状を打破してい

く以外に､「失われた30年」を回避することは出来ないだろう。一個人や一
・・・

企業がイノベーションの主体となって自分の手で新しい道を切り拓き、各々

の苦境は各々が解決していくことが、現在考え得る最良の方法なのかもしれ

ない。そこで本稿では、このイノベーションと､ イノベーションの主体であ

るアントレプレナーについて考えていく。

ではイノベーションの主体とは何を指すのか。19世紀末から20世紀中ごろ

までの初期のイノベーション研究では、イノベーションを完遂する主体＝個

人という暗黙の前提が置かれていたようだが、次第に、主体＝組織、という

前提の下での研究が盛んになり、その影響でアントレプレナー個人に光を当

てる研究は廃れていった。特に1980～1990年代はアントレプレナー個人を分

析単位としたものは皆無に近い状況であった (Busenitz, 2007)。

だが、2000年代に入ると趨勢は変わり、イノベーションを完遂する個人で

あるアントレプレナーの属性や、彼らの能力を最大発揮できる適合条件を探

る研究が多く見られるようになってきた（後述)。

本稿では、そうした最新の研究動向を踏まえながら、組織やシステムから

個人へと移っていくイノベーションおよびアントレプレナー研究の分析単位

について概観していく。

本稿の目的は､ ｢イノベーションの中心にいるのは組織か､ システムか､
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個人か｣ という問題意識のもと､ 過去の研究を整理体系化し､ さらに､ 近年

台頭してきた“個人を分析単位とする”新しいタイプの研究を紹介すること

である｡ まずは､ 組織やシステムを分析単位としてきた従来研究について概

説し､ つづいてイノベーションを計画して実行するアントレプレナー個人へ

接近する近年の革新的研究を紹介する｡

本稿によって､ (経済成長の原動力たる) イノベーションに関する最新の

研究動向を報告するとともに､ イノベーション活性化政策やアントレプレナ

ー育成政策といった政策立案に役立つ“知的インフラ”を提供したいと考え

ている｡

本稿は以下のように構成されている：第Ⅱ節ではイノベーションを完遂す

る人であるアントレプレナーの機能について概観する。続く２つの節ではイ

ノベーション研究で採用される分析単位について述べるが、第Ⅲ節では組織

やシステムを分析単位とする研究について述べ、第Ⅳ節では個人を分析単位

とする比較的新しい研究を紹介する。第Ⅴ節では戦略的アントレプレナーシ

ップという、経営戦略論とアントレプレナー論を統合しようという新しい試

みについて簡単に説明する。第Ⅵ節はむすびである。

� イノベーションを完遂するアントレプレナーとは何か

イノベーション（技術革新、経営革新、刷新、創新）という言葉が日本で

も定着するにしたがい、それを完遂するアントレプレナーという言葉も社会

に浸透しつつあるようである。アントレプレナーとは、イノベーション（革

新活動）を計画・実行する人である。だが、アントレプレナーという個人が

どのような能力を持ち、どのような状況下で、どのような意思を持って、ど

のような革新を起こしたのか、を詳細に記述する専門書はそう多くは無い。
・・・

むしろ専門書でしばしば取り上げられるのは、ジャスト・イン・タイムをつ

くったトヨタの現場であったり、電卓戦争から液晶テレビ開発までたゆまぬ

研究を続けてきたシャープの開発部門であったりと、組織によるイノベーシ

ョンの実行局面のみである。
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つまりイノベーション研究では、アントレプレナーという個人がイノベー
・・

ションを計画・実行する、と定義しながら、実際の研究では、組織によるイ
・・

ノベーションの実行局面のみに注意を向けてきた､ という構造になっている。

本稿の第Ⅲ節以降は､ そうした研究の構造を意識しつつ､ ごく近年､ イノ

ベーション研究の分析単位 (unit of analysis) が組織から個人へ､ すなわち

アントレプレナー個人へ移る傾向にあることを報告する｡

だが、分析単位を論じる前に、そもそもイノベーションの主体であるアン

トレプレナーは経済活動の中でどのような役割を持つのか、について本節の

残りの部分で整理しておく。

① アントレプレナーの機能

アントレプレナーが果たす機能とは何か。経済学者によって見方は分かれ

る。新古典派経済学者の多くは、アントレプレナーを含む経営者とは資源を

最適管理する機能に過ぎないと考える。彼らはアントレプレナーと通常の労

働を区別しない。アントレプレナーとは生産要素の一つに過ぎず、モノ、カ

ネ、土地といった他の生産要素と同様に扱うのが特徴である (Swann, 2009)。

対照的にアントレプレナーに独自の機能を付与する研究も多いが、それが

果たすべき機能に関しては見解が分かれている。たとえばライベンシュタイ

ンは組織のＸ非効率性を解消するのがアントレプレナーの機能であるとした。

また、ナイト (Knight, 1921) は市場経済に不確実性という概念を導入し、

そうした不確実性が高い状況下でも行動する個人の集まりとしてアントレプ

レナーを捉えた。市場経済において何らかの新規の試みを行うためには、多

少とも不確実性とつきあっていかなければならず、そうしたリスクを甘んじ

て受け入れ、新事業を展開する人々が存在する。こうした個人の集まりをナ

イトはアントレプレナーと位置づけ、その機能はリスク・テイキングにある

とした。

あるいはカズナー (Kirzner, 1979) に代表されるように、アントレプレナ

ーとは均衡を実現する機能である、とする意見もある。何らかの理由により、
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たとえば需要が急に増加したなどの理由により、一時的に需要と供給が均衡

しないこともありうるが、アントレプレナーはそれを素早く察知し、俊敏に

動いて超過需要を満たして利益を上げる。アントレプレナーの俊敏な動きに

より、市場は均衡を回復することになる。こうしたアントレプレナーの働き

は “entrepreneurial alertness” とよばれた。

さらに最近では、アントレプレナーの新規の連結をつくりだす機能に着目

した研究も発表されている。アントレプレナーとは豊かな想像力を持ち､

「何が出来るのか」を想像する能力に長け、思いがけない要素と要素を結び

つけネットワークを創造し、そうした革新的連結から利益を得る存在という

ことになる。このような、既存の要素から新規の連結を作り出す機能は、

Koestler (1964) によって “bisociation” と命名され、Smith and DiGregorio

(2002)、Earl (2003) 等によって研究が続けられている。

② シュンペーターのアントレプレナー像

アントレプレナーの解釈で最も有名なのは、イノベーション論の泰斗シュ

ンペーターによるアントレプレナー像であろう。シュンペーターが定義する

アントレプレナーの機能とは「５つの新結合（すなわちイノベーション）を

遂行する｣2) ことであるため、まずイノベーションについて簡単に説明し、

その後にイノベーションを遂行する主体であるアントレプレナーについて概

説する。

シュンペーターによればイノベーションとは経済体系内部から生じる非連

続的変化であり、具体的には�新しい製品やサービスの生産、�新しい生産

方法の導入、�新しい販路の開拓、�原材料の新たな供給源の獲得、�新し

い組織の実現､ のいずれかあるいは全部を実現することである｡「郵便馬車

をいくら連続的に加えても、それによってけっして鉄道をうることはできな

いであろう」という表現には、シュンペーター的イノベーションの特徴がよ
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く現れているが、この言葉からも明らかなようにイノベーションとは非連続

的な変化であり、古い経済体系を破壊するエネルギーを持つものである。

したがって非連続的な変化を主体的に起こすアントレプレナーも「古き均

衡を破壊し、新しき均衡をもたらす存在」と定義されている。シュンペータ

ー以前の研究の多くは生産関数不変の状況を仮定し、その中で効率的生産を

実現するのがアントレプレナーであるとしたのに対して、シュンペーター的

アントレプレナーには、古い均衡を破壊し新しい均衡をもたらす機能が付与

されている。

こうした機能を果たすアントレプレナーには、洞察力、抵抗を克服する力、

私的帝国を建設しようとする夢想と意志、勝利者意志、創造の喜びを希求す

る姿勢など、特別な性質が備わっているとされるが、ここから明らかなよう

にシュンペーター的アントレプレナーとは、天賦の才能に恵まれた、ごく一

握りの選ばれた人物である（根井、2001；2005)。

森嶋（1994）はシュンペーターの理論を「エリート主義の経済学」と呼び、

やや皮肉をこめて、シュンペーターの企業者（アントレプレナー）は「企業

者英雄」(森嶋、同、p. 55）であると評した｡「シュンペーターの資本主義

社会は、ただ者ならぬ企業者と銀行家が経済を引っ張っていくニーチェ的な

英雄主義の世界である」(森嶋、同、pp. 60�61）と喝破している。

シュンペーターのアントレプレナー像は、あまりにユニークだったためか、

あるいは世界恐慌とケインズ革命という時代背景のせいか、はたまた思想の

背景に見え隠れするエリート主義（森嶋、同、pp. 50�62）のせいか、20世

紀前半～中盤にかけてはケインズ経済学の陰に隠れた存在となっていく。

� 組織とシステムを分析単位とするイノベーション研究

前節では､ イノベーション研究の中でアントレプレナーの機能がどう説明

されてきたのかについて簡単に述べた｡ だが (理由は定かではないが) ごく

近年まで､ アントレプレナーという個人がその機能をフルに発揮してイノベ

ーションを主導する､ という視点からの報告はほとんど発表されて来なかっ
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た｡ 特に1980～1990年代は､ アントレプレナー個人を分析単位とするイノベ

ーション研究は皆無と言ってよい状況にあった (Busenitz､ 前掲)｡

この時代､ イノベーション研究者たちの注目を集めていたのは､ アントレ

プレナーという個人ではなく､ 組織であり､ システムであった｡ そこで本節

①では主として組織を分析単位とする研究、すなわちイノベーションを起こ

す主体は組織であるという立場から行われた研究について説明し、次の②で

はシステムを分析の中心に据えるものについて論述する。

① 組織

シュンペーター自身はアントレプレナーを「経済主体」と言うだけで、そ

れが個人か組織かシステムかと明記はしていないが、彼が個人を、しかも卓

越した能力と強い意志を持つ個人を、イノベーションの中心に据えていたこ

とは著作を読むと明らかである（根井、2001；2005)。対照的に、シュンペ

ーター没後の研究では、集団や組織が革新を成し遂げ、古き経済を破壊し新

しき経済体系を実現するという前提が置かれていることが多い。

このタイプの研究をさらに大まかに分類すると、組織の研究とシステムの

研究に分かれるだろう。システムに着目する研究については次項の②で説明

し、ここでは組織の研究について述べる。

イノベーティブな組織に関する研究では、以下のようなことに焦点を当て

ている：�企業規模とイノベーションの関係、�刻々と変化する事業環境に

適合的な組織形態の研究、�技術や市場の変化に適応しつつ、自らも持続的

に進化する組織のマネージメントに関する研究。

まず�の研究であるが、これは「シュンペーター・マークⅠ vs. シュンペ

ーター・マークⅡ」とも言われる。前者（マークⅠ）は小規模な新興企業が

その機動性ゆえにイノベーションを起こすと議論し、後者（マークⅡ）は大

企業のリスクを取る能力を重視して企業規模とイノベーション遂行能力の間

に正の相関が存在すると主張する。この議論に関してはさまざまな成果が発

表され、決着がつかないまま今日に至っている。
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つぎに事業環境変化と組織形態の適合性を論じる�の研究であるが、

Swann (2009) によると、品質改善とコストダウンを主目的とする累積的イ

ノベーション (incremental innovation) には階層性を持つ機能別組織が適し

ている反面、新規性の高い革新的イノベーション (radical innovation) の際

には事業部制組織が望ましいようである。

最後の�の研究では、イノベーションが持つダイナミズム（動態）と不確

実性が強調されている。イノベーションが群生する環境とは、とりもなおさ

ず技術も市場も常に変化しリスクも高い環境であるが、そうした状況下で企

業が競争力を維持し生き残るためには、企業自身も持続的に変化あるいは進

化していかなければならない。そして、持続的に進化する企業では通常の管

理・運営とは異なるマネージメントが採用、実践されていると指摘し、分析

を加えるのが、このタイプの研究の特徴である。代表的なものとしてティッ

ド等 (Tidd et al., 2001) が挙げられるが、同書は､「常に変化する動態」と

「不確実性」が不可避な環境下では、特別な戦略を立案・実行したり、ダイ

ナミックな組織をつくったり、あるいは学習に適した提携を結んだりする企

業の方が生き残り易いということを、豊富な事例に沿いながら具体的に示し

ている。

② イノベーション・システム

既述のように、イノベーションの主体は集団や組織であるとする研究、す

なわち革新活動の中核に個人を据えないというのがシュンペーター没後の傾
・・

向であり、それに伴い（個人に替わって）組織が研究の分析単位となった。

しかし組織はヒト、モノ、カネ、知識、制度、価値体系、文化など社会に

存在するさまざまな要素を取り込みながら成立するものであるため、組織を

研究する際には当該組織が織り込まれている社会（および社会の構成要素）

をも考察対象とする、という視点が欠かせないだろう。イノベーション研究

においても事情は同じであり､“イノベーションが進展する社会システム

(social system for innovation development)”に注目する研究が誕生した
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(Fagerberg, 2005)。

こうした研究では、イノベーションを生み出し進展させる主体（すなわち

アントレプレナー的な役割を担うもの）は、個人でも組織でもなく、社会を

構成する諸要素（制度、政治、社会基盤、金融、人材、知識、価値など）と

要素間の関係のあり方、すなわちシステムであるとする。このような前提を

置く研究を SIアプローチ (Systems of Innovation Approach : SI Approach) と

いう (Edquist, 2005)。

SIアプローチでは、クリス・フリーマン (Chris Freeman)が1987年に確立

した「国のイノベーション・システム (NIS : National Innovation Systems)｣3)

という概念が最も有名であろう。この概念の確立によってフリーマンは、イ

ノベーション研究を経済学はもとより、経営学、社会学、科学、工学、政治

学、法律学、歴史学、人類学などの分野へ拡大し、その学際性を飛躍的に高

めたと評価されている (Fagerberg, 2005 ; Edquist, 2005 ; Swann, 2009)。

NIS研究では､「経済のグローバル化が進んでいる今日においても、国に

よってイノベーションをどのように実現していくかという点については、大

きな相違がある。このような国によるイノベーションの実現の仕方はそれぞ

れの国の制度や歴史的背景、偶然などに依拠している」(一橋大学イノベー

ション研究センター、2001、p. 14）と考える。具体的には、国のシステム

を産業、大学、政府の３部門（セクター）に分類し、それぞれの部門がどの

ように振る舞い、どのような役割を果たし、どのようにつながり（あるいは

反発しあい)、どのように影響を及ぼしあっているのか、そしてその結果と

して出来上がるネットワークはどのような特質を持つのかを研究する。その

ことによって、最終的には、イノベーションが次々と生まれて経済が発展し

ていく国と、そうでない国の違いを究明しようとするものである。

NIS研究の先駆者としては、前述のフリーマンの他にネルソン (Richard

Nelson)、ローゼンバーグ (Nathan Rosenberg)、ルンドヴァル (���������
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Lundvall) などが挙げられる。ただし、彼らは同じ NISという言葉を使いな

がらも、NISの定義はそれぞれに異なっており (Edquist, 2005)、先駆者た

ちのこうした振る舞いが、その後の NIS研究の長所（弾力的で懐が深く動

態的な変化を分析するのに適している）と、短所（概念も定義も曖昧で可変

的）を作り出した遠因になっていると思われる。

ただ、NIS研究の短所は長所とあいまって多様な研究を生み出すこととな

った。今日では NIS研究から、シリコンバレーやオースティンといったイ

ノベーション・クラスターを研究する regional innovation system 論と、技

術や産業ごとの要因に注目する sectoral innovation system 論が派生し

(Fagerberg, 2005 ; Edquist, 2005 ; Asheim and Gertler, 2005 ; Malerba, 2005)、

SIアプローチの三本柱となっている。

イノベーション・システムの研究はわが国でも盛んで、優れた業績も数多

く発表されているが紙面の都合で割愛する4)。

以上がシュンペーター没後から今日までの傾向である。今日ではアントレ

プレナーの人間としての資質－洞察力、抵抗を克服する力、私的帝国を建設

しようとする夢想と意志、勝利者意志、創造の喜びを希求する姿勢など－へ

の関心は薄れ、むしろ“個の違い”を考慮しない、組織やシステムを分析単

位とすることが多い。

だが、1990年代以降に発表された先駆的な研究の中には、個人ごとの資質

の違いを扱う すくなくとも一要素として取り扱う ものが含まれてお

り、それらが徐々に影響を拡大しているようである。次の節ではそうした

“個の違い”を前提とする最新の研究の中から、幾つかを紹介する。

� 個人を分析単位とするイノベーション研究

前節では組織やシステムを分析単位とする研究について概観した。本節で
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は研究の新しい潮流、すなわち“個の違い”を前提としたイノベーション研

究について、いくつかの代表的なものを取り上げながら紹介していく。これ

らの研究は問題意識も分析対象も違う。しかし個人を分析単位とし、そうし

た人物の周りにイノベーションが群生するという視点が共通しており、それ

が従来研究 組織やシステムを分析単位とする研究 との違いを際立た

せている。

① 頭脳循環 (brain circulation) 論

前節で「従来研究の多くは組織やシステムを分析単位に採用する」と書い

たが、だからといって経済学の全てが個人の違いを無視してきたわけではな

い。むしろ特定分野では戦後一貫して、高い能力を持つ人材と経済成長の関

係について議論が続けられてきた。

典型的なものとして『頭脳流出』に関する研究がある。高度な能力を持つ

個人の流出が国の経済成長に悪影響を及ぼすと懸念する研究である。これが

最初に問題になったのは、第二次世界大戦後のイギリスにおいてであった。

当時のイギリスを含むヨーロッパ諸国では、戦後復興・経済成長が最重要課

題であったにもかかわらず、技術革新を先導すべき優秀な人材の多くがアメ

リカへ移民していた。そのため、イギリスは近い将来、深刻な人材不足に陥

ると強く懸念された。これが頭脳流出 (brain drain) 問題の発端である。

その後、頭脳流出問題は南北格差問題と統合され、経済の問題というより

もむしろ国際政治上の課題となっていった。イノベーションやアントレプレ

ナーシップと頭脳流出の関係に着眼した議論はそれほど活発ではなかった。

1990年前半、アナリー・サクセニアン (AnnaLee Saxenian) をはじめとす

るクラスターの研究者たちが、頭脳とイノベーションの関係に着目し成果を

発表し始めた。サクセニアンは、シリコンバレーの強さの秘密を豊富な事例

研究を基に解き明かしたことで有名である。彼女の研究のユニークさは、シ

リコンバレーで一大勢力となっている台湾系アントレプレナーやインド系ア

ントレプレナー個人個人に密着して調査を行い、彼ら外国人アントレプレナ
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ーが母国とシリコンバレーの知識の架け橋となり、母国産業の発展や経済成

長に多大な貢献をしていることを指摘したことにある (Saxenian, 2006)。

彼女の登場により、台湾やインドといった母国を持つアントレプレナーが、

人間として自分の足で国から国へと移動し、彼らの移動の軌跡の上にイノベ

ーションが発生し普及するという現象に注目が集まるようになった。

その後サクセニアンを踏襲する研究者が増え、高い能力を持つ人材が海外

で教育を受け、職業経験を積んだ後に帰国し、イノベーションの中核となる

という、ダイナミックな動きを描写する報告が続々と為されるようになった。

こうした研究を『頭脳循環 (brain circulation) 論』という5)。頭脳循環論の

特徴は､「高度な知識と能力を持つ人材の国際移動は、ホスト国のみならず、

母国のイノベーションにも貢献する」という、頭脳流出の時代とは正反対の

主張を行うところにある。

循環する高度人材の全てがアントレプレナーであるとは言えないが、一般

の労働者に比べて高い能力と先端的な知識を持つ個人が、個人の意志で移動

し、そうした彼らにイノベーションの主役の座を与えるという世界観は、従

来研究の世界観、すなわち組織やシステムを中核とするイノベーション観と

は大きく異なるものであり、新しいアントレプレナー像の先駆となるもので

あると言える。

② スター・サイエンティスト論

米国の研究者であるリン・ズッカー (Lynne G. Zucker) とマイケル・ダー

ビー (Michael R. Darby) が1990年代後半から発表し続けているスター・サ

イエンティスト論の要諦は、卓越した科学者 (star scientist) をトップにい

だく新興ハイテク企業はイノベーションが盛んで、雇用成長率も高く、そう

した研究者が集まる地域にイノベーションが群生するという点にある。

彼らによれば、極めて革新性の高いイノベーションにおいては、発明者で
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ある高度人材だけが新知識について完全に知っており、そうした人材は余人

を以って替え難い。つまり先端知識は発明者に体化された暗黙知なのである。

そして暗黙知であるために、新知識は（初期においては）発明者およびその

周辺の人々にしか広まらない。その結果、イノベーションは、初期段階にお

いては、きわめて限られた範囲内に群生することになる。発明者が移動でき

る距離は限られており、彼らの行動可能範囲内で新知識が普及するからだ。

ズッカーとダービーの研究は、最先端の知識は発明者自身に体化される

�暗黙知�であるということに注目したものであり、その結果としてイノベ

ーションのスピルオーバー効果が極めて限定された範囲内にしか及ばないこ

とを実証したものである。

彼らの研究は、発明者であるスター・サイエンティストの卓越した能力を

扱ったものではあるが、英雄としてのアントレプレナー論ではない。そうで

あるにもかかわらず、彼らの研究は結果としてスター・サイエンティストと
・・・・・

いう、イノベーションの中核となる卓越した個人の存在を際立たせている。

それは読み手に強い印象を与えたようで、スター・サイエンティスト概念を

使い、個人を分析単位とする調査・分析が他でも実施され、多くの成果が出

ているようである。

たとえば OECD (2008) は人材のグローバル移動に関する研究を取りまと

め、高度人材が母国以外で働く理由として「研究インフラや研究資金の充実｣、

「大学や研究機関の高い国際的評価｣､「ホスト国の科学・技術力、知識の集

積度」などと共に､「スター・サイエンティストと一緒に働きたいという科

学者としての欲求」を挙げている。あるいは Furukawa and Goto (2006) は

スター・サイエンティストの概念を踏襲しつつ、企業内研究所における研究

者 (corporate scientist) の論文発表と特許申請を調べ、コア・サイエンティ

スト (core scientist) という「外部の先端知識を研究所に繋ぐ役割を持つ、

卓越した研究者」が存在することを明らかにしている。さらには Baba et al.

(2009) のように、スター・サイエンティストの分析枠組みが有効なのはバ

イオ・サイエンスなどの限られた分野に過ぎず、分野によってはパスツール
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型サイエンティスト (Stokes, 1997) など他の分析枠組みが有効なこともあ

る、とする批判的研究も発表された。

スター・サイエンティスト論はきわめて現代的な学術論文であり、何十年

も昔のシュンペーターによる英雄伝的アントレプレナー像を今日に蘇らせよ

うとした懐古趣味の産物ではない。しかしそうであっても、スター・サイエ

ンティスト (Furukawa and Goto ではコア・サイエンティスト）という卓越

した個人の周りにイノベーションが群生するという主張は、それ以前の組織

やシステムを分析単位とする研究とは明らかに違うものであり、われわれに

研究の新しい地平を見せてくれるものである。

③ 社会起業家 (social entrepreneur) に関する研究

社会的起業とは、ビジネスの手法を用いて貧困や衛生問題、あるいは環境

破壊といった社会問題を解決しようとする事業構想である。そして、そのよ

うな事業活動によって経済的価値のみならず社会的価値をも創造し、社会に

イノベーションを起こすリーダーのことを社会起業家 (social entrepreneur)

とよぶ。従来の援助や福祉活動との大きな違いは、寄付や補助金に頼らず自

立型の事業を通して社会変革を達成しようとする点にある。

社会起業家として有名なのは、2006年度にノーベル平和賞を受賞したモハ

メド・ユヌス氏（グラミン銀行創設者）であろう。彼の名を世に知らしめた

マイクロ・クレジットという金融手法は、バングラディシュの貧困層の自立

を支援して、さらには世界中に普及し貧困対策のモデルとなった。

ユヌス氏以外にも有名な社会起業家は多く、研究書も盛んに刊行されてい

る。なかでもＣ.Ｋ.プラハラード (Prahalad, 2006) は示唆に富んでいる。同

書は､ 途上国で利益を上げ同時に社会的価値を実現するためには、先進国の

ビジネスモデルでは通用しない､ むしろ、ビジネスのプロセス自体にイノベ

ーションを起こさなくてはならない、と主張し、そうしたイノベーションを

担うアントレプレナーの活動内容について詳細な調査を実施し、分析を加え

ている。
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同書の主張は明快である：第一に、貧困層は顧客に変わり得ること、また

それに成功して莫大な利益を得ている企業が実際に、世界各地に多数存在す

ること、第二に、そうした企業の事業活動によって、貧困層が抱える社会的

問題も緩和されていること、第三に、貧困層を顧客に変えるためには、特別

な戦略と果敢な変革と持続的な取り組みが必要なこと、すなわちイノベーシ

ョンが必要なこと、の３つである。

ブラジル、インド、ペルー、ニカラグア、メキシコでの企業事例を分析す

る著者の視点は、イノベーションの中身（＝変革のプロセス）と、それを遂

行するシステムに向けられているが、システムの中心には必ずと言ってよい

ほど強い意志を持つアントレプレナーが据えられている。

たとえばインドの貧困層に対して世界でもトップクラスの眼科治療を提供

する組織を分析する章では、団体の組織や規模、利益を上げるしくみ、仕事

の流れ、人材獲得・育成方法に対して学術的な分析が加えられているが、同

時に、創設者や中心メンバーたちの使命感、強い意思、悩みといった“個と

してのアントレプレナー”に関する記述にも多くのページが割かれている。

他の事例でも同じ手法での分析が行われており、システムを分析するのと同

時にアントレプレナー個人をも分析単位とする、というスタンスが貫かれて

いる。

④ 才能をめぐるグローバルな競争 (global competition for talent）

OECDや ILOの指摘によれば、近年、移民の高学歴化という現象が顕著

になっている。たとえば、アイルランドやカナダに住む15歳以上の移民のう

ち、約４割の者が高等教育を受けた高度人材移民である。同様に、イギリス、

ノルウェー、ニュージーランドに流入する移民のうち約３割、アメリカ、オ

ーストラリア、スウェーデンに流入する移民の約25％が高学歴の高度人材と

いう構成になっている6)。
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こうした高学歴移民、すなわち高度人材の流入は、ホスト国（人材の受入

国）のイノベーション・システムや経済成長にどのような影響を及ぼすのだ

ろうか。移民受入の歴史が長いヨーロッパ、優れた頭脳の流入によってパワ

ーを獲得したアメリカではこの問題への関心が高く、現在、熱心な議論が展

開されている。本節で既に述べた「頭脳循環論｣､「スター・サイエンティス

ト論」などの野心的研究、あるいは伝統ある移民研究、さらにはビブリオメ

トリクス（文献計量学)、特許の定量分析など、実にさまざまな研究フィー

ルドを巻き込みながら研究フロンティアを拡大し学際研究へと発展している。

現在は OECDが研究の中心となっているが、そこでは高度人材の中でも

特に理工系人材のグローバル移動に対して強い関心が向けられている。外国

籍（あるいは外国生まれ）の理工系人材がヨーロッパやアメリカで就労し、

ホスト国や受入れ組織（企業や大学）のイノベーションに貢献し、さらに長

期的には母国の産業振興や経済発展にも貢献する現象は、本節①で紹介した

ように「頭脳循環」と呼ばれている。最近では、その循環する頭脳を積極的

に受け入れて、成長戦略の礎としようと試みる国や企業が現れてきた。彼ら

は高度人材を惹きつける政策を実施し、世界は「才能をめぐるグローバルな

競争 (global competition for talent)」の時代を迎えている (OECD、2008)。

たとえば、ロシアや東欧諸国の高度人材を受け入れて経済を成長させたイ

ギリス、あるいは台湾、中国、インドなど世界中の高度人材を惹き寄せるシ

リコンバレーの繁栄、さらに企業家を歓迎するオーストラリアやニュージー

ランドなど、高度人材が集まる場所にはイノベーションも群生すると思わせ

る事例には事欠かない7)。

しかし外国人高度人材の受入はなぜ、イノベーションにプラスに働くのだ

ろうか。おそらく、高度人材が複数国でビジネスを行ったり、あるいは国際

共同研究を行ったりする過程で、イノベーション・ネットワークが出来上が
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り、ネットワーク内部でのみ知識のスピルオーバー効果が生じるためであろ
・・

う。知識のスピルオーバー効果を享受できるのは、ネットワーク内部の国、

地域、組織（企業や大学）に限られる。したがって、政策担当者や組織の戦

略策定者の関心は､「高度人材がグローバル規模でつくる先端知識のネット

ワークにどのようにしてアクセスするか、いかにして外国人高度人材を惹き

寄せるか」という事柄に集中することになる。これが「才能をめぐるグロー

バルな競争 (the global competition for talent)」である。

才能をめぐるグローバルな競争を研究する者は、特定の優れた高度人材に

焦点を当てるわけではない。むしろ、研究者としての欲求に忠実で、高度な

知識と、(研究者としての）成長の機会と、刺激的な研究環境を求めて動く

高度人材の群を扱う傾向にある。そういう意味では、この研究は一見すると、
・・・・・・

従来研究の立場を踏襲するように思われがちである。

しかし、(本稿の著者も含めて）実際にこの研究を行う者の多くは、さま

ざまな公開情報の副産物として得られるデータから高度人材の名前をリスト

アップし、彼／彼女の経歴や業績を一つ一つ丹念に洗い出して研究を進めて

いる。したがってこの研究もまた、個人を分析単位とし、そうしたアントレ

プレナーに特別な地位を与える新しいタイプの研究であると言えるだろう。

⑤ 個人を分析単位とする萌芽的研究

個人を分析単位とする研究は、ごく最近ではますます盛んになっており、

いくつかの新しい試みが発表されている。たとえば近年、CV (curriculum

vitae：履歴）分析というものが発表されているが、これは特許、論文、競

争的資金等の公開情報から個人名（発明者氏名、著者名、競争的資金の獲得

者氏名など)、所属、略歴を調べて、そこから個人と他の個人との繋がりを

推定したり、あるいは個人－企業間、大学－企業間、企業－企業間のイノベ

ーション・ネットワークを調査したりして、新規の知識が誕生し普及してい

く過程を分析するものである。CVデータが比較的整備されているヨーロッ

パやブラジル等で盛んで、��������et al. (2008)、���	
����U. (2009) な
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どがある。また、(自らの研究を CV分析と言ってはいないが) Crespi et al.

(2007)、Gurney and Adams (2005) なども同様の手法で研究を続けている。

アントレプレナー個人に関する情報を集めてイノベーション・ネットワー

クを分析する、別のタイプの試みとしては、D’Este and Patel (2007)、馬場

・後藤（2007)、Baba et al. (2009) が挙げられる。これらは主として大学か

ら産業への知識移転経路を分析するものであるが、知識移転に関する従来研

究が特許情報のみに着目していたのとは対照的に、研究者の経歴に関する情

報（所属、年齢、職位、出身大学、専攻、特許、論文、競争的資金の獲得実

績など）を可能な限り収集し、そこから多様な知識移転経路が存在すること、

また、どの経路を使って知識が流れていくかは個人の属性に拠るところが大

きい、ということを実証している。

近年はデータベースが充実しており、また情報開示を進める社会の風潮も

あり、研究者個人の属性を調べて分析することは以前ほど困難ではなくなっ

てきている。こうした研究環境に刺激されて、個人を分析単位とする研究は

ますます盛んになっていくものと期待される。

� 戦略的アントレプレナーシップ

個の違いに注目する、個人を分析単位とするアントレプレナー研究が盛ん

になるにつれて、そうした手法を採用する際に注意すべき点を指摘する論文

も見られるようになってきた。たとえばファンデフェン等 (Van de Ven et

al., 2007) は、アントレプレナーを“個人の利益最大化のみを志向する徹底

した個人主義者”と捉えることの誤謬を指摘し、アントレプレナーとは私的

利益と同時に集団的利益をも追及する個人であると主張している。

また、たとえアントレプレナーは個人であっても、イノベーションを生み

出し完遂するプロセスでは、他者や他組織との連携や戦略や組織マネージメ

ントが必要となってくるのであるから、従来の戦略論的研究枠組みをアント

レプレナー研究も採用しなければならないとする指摘も多い (Burgelman

and Hitt, 2007 ; Schendel and Hitt, 2007 ; Ireland, 2007)。

安 田 聡 子118



彼らの中からは、自らの研究フレームワークを“戦略的アントレプレナー

シップ (Strategic Entrepreneurship) 研究”とよぶものも誕生している

(Burgelman and Hitt, 2007 ; Schendel and Hitt, 2007 ; Ireland, 2007)。

戦略的アントレプレナーシップ研究とは、戦略経営に関する研究蓄積とア

ントレプレナー研究を結びつけ、企業の価値創造機能をより深く理解しよう

とする萌芽的研究である (Ireland, 2007)。より具体的に言えば、主として経

済学や政策科学の分野で研究されてきたイノベーション研究と、経営学の領

域であった戦略経営論を架橋・統合して、新しい研究分野を創造しようとす

るものである。

アントレプレナー研究を体系化したシュンペーターは､「だれでも「新結

合を遂行する」場合にのみ基本的に企業者であって、したがって彼が一度創

造された企業を単に循環的に経営していくようになると、企業者としての性

格を喪失するのである｡」(Schumpeter 1926、[塩野谷 他・訳 1977、p. 116])

と述べているが、彼以降のイノベーション研究もこの伝統を受け継ぎ、アン

トレプレナーが事業機会を発見し新結合を遂行したという比較的短い期間に

焦点を当てる｡ 言い換えると、新規の価値を創造する機能のみに着目する傾
・・・・

向が強い。

それに対して戦略経営論では、競争優位が持続することをめざして外部環

境と内部資源を適合させる方法を探る。比較的長期にわたって優位性が持続

することを志向するため、中・長期にわたる経営のプロセスを分析対象とす
・・・・

る。

この、かなり趣の異なる２つの研究分野を統合させ、価値創造プロセスへ

の理解を深めようとするのが戦略的アントレプレナーシップ研究であるが、

具体的に両分野がどのようにつながっていくのかはまだ解明されていない

(Ireland 2007)。また、肝心のアントレプレナーの機能についても多様な議

論が同時に存在している状況である。

ただし、戦略的アントレプレナーシップ研究が一世紀前の英雄伝的アント

レプレナー像とも、あるいは本稿第Ⅳ節で説明した諸研究とも違うのは、ア
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ントレプレナーが他者や他組織と“連携しながら”イノベーションを完遂す

るという、連携 (collaboration) を重視していることである。

たとえばバロン (Baron, 2007) は、特定のアントレプレナーが他の事業者

よりも有効な資源（資金、知識、人材、流通経路など）を効率的に獲得する

のはなぜか、という疑問に対して、アントレプレナーの連携する能力に違い

があるからであるとしている。彼は資源調達に巧みなアントレプレナーの属

性として “social skills” と “social networks” を挙げているが、前者は、適切

な方法で他者や他組織と互いに影響しあう能力であり、後者は、資源が必要

な時にそれを得るのを助けてくれる個人的な繋がりを（平素から）築く能力

を指す。またファンデフェン等 (Van de Ven et al., 2007) は、私的利益に加

えて集団の利益をも重視するアントレプレナーは資源獲得に成功する可能性

が高い、と指摘して連携の効用を示している。

極論との批判を恐れずに言えば、戦略的アントレプレナーシップ研究の新

規性は、個人を分析単位としながらも、同時に、個人は他者や他組織と“連

携しながら”イノベーションを完遂するという､“連携”を重視するフレー

ムワークにあるように思われる。一世紀前の一人でそびえ立つ英雄的アント

レプレナー像に替えて､“連携 (collaboration) するアントレプレナー像”を

つくり上げようとしているかのようである。

� 結び

本稿は、シュンペーター以降のアントレプレナー研究で採用されてきた分

析単位について説明したものである。イノベーション研究の泰斗であるシュ

ンペーターは、アントレプレナーに特別な資質 ｢洞察力｣、｢抵抗を克服

する力｣、｢私的帝国を建設しようとする夢想と意志｣、｢勝利者意志｣、｢創造

の喜びを希求する姿勢」など をみいだし、そうした卓越した能力を持つ

個人がアントレプレナーであると想定していたが、その後の研究はそうした

個人属性を排除した、組織やシステムを分析単位とする傾向が強かった。

だが、1990年代から今世紀にかけて現れてきた新しいタイプの研究の中に
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は、個人ごとに属性の差が存在することを前提とし、個人を分析単位として

研究するものも多く存在する。イノベーションにおいて卓越した個人が重要

な役割を果たす、と考えるこれらの研究は、一見すると一世紀前のシュンペ

ーターによる英雄的アントレプレナー像への先祖返りに見えるかもしれない。

しかし、これら最新の研究が個人を分析単位として採用するのは、�最先

端知識は暗黙知的性格を帯び易い、�暗黙知は個人に宿る傾向がある、した

がって、�最先端知識は、少なくとも誕生初期には、個人の可動範囲内でし

か普及しない、という知識論に忠実な３つの前提を置くためである (OECD,

2008)。よって、懐古趣味的な英雄物語としてのアントレプレナー観が復活

したわけではない。このことは、イノベーションやアントレプレナーの研究

を現代社会に多少なりとも貢献するものとしていくためには、いくら強調し

ても強調しすぎることは無いぐらいに重要なポイントである。

またごく最近になって、戦略的アントレプレナーシップという新しい概念

も生み出され、研究が進んでいる。これは、戦略経営論とアントレプレナー

研究の両分野を結びつけることで、事業機会を探索してイノベーションを起

こして、さらにその後も優位性を持続させるという、比較的長期の価値創造

のメカニズムを解明しようという試みである。誕生間もない研究領域である

ため、いまだ目立った成果は出ていないが、アントレプレナーによる連携に

焦点を当てることで、経営行動の実態がいっそう詳しく解明できる可能性を

秘めている。

個人を分析単位とするイノベーションやアントレプレナーの研究は、個性

重視という価値観の広まりや、分析の道具となる IT関連技術の発達に支え

られて、今後ますます深化していくものと期待される。また、カリスマ的人

気を持つアントレプレナーたちが社会に強いインパクトを与えている今日の

状況に刺激を受けて、今後は、多様な分野の研究者たちが、それぞれの研究

バックグラウンドや価値観を反映させた成果を続々と発表し、百花放斉な議

論が展開されていくだろう。

ただし、それらを社会に役立つもの、すなわちイノベーション政策立案の
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知的インフラとするためには、最新研究の動向を常にサーベイして、多種多

様な研究成果を整理・体系化する作業､ すなわち 『知の構造化』8) へ向けた

作業を誰かが引き受けなければならない。これは相当な労力を要する一方で、

脚光を浴びることが少ない仕事である。だが暗黙知的色彩を帯びた先端知識

を体系化して形式知に変換し、社会に役立つ資源としていくのは、研究者が

出来る数少ない、本業を通しての社会貢献であろう。
・・・・・・

日本を再び活力ある社会にするためにも、研究者が本業を通じて出来るこ
・・・・・・

うした社会貢献を今後も続けていきたい。

（筆者は関西学院大学商学部准教授）
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